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1. はじめに 

l.l. 『科学技術研究調査 コの 経緯 

国全体の研究開発活動の 実態を捕捉するために ，総務省統計局により ，毎年，研究開発活動を 実施している 
機関を対象として『科学技術研究調査』 ( 指定統計第 6l 号 )" が 実施されている．その 前身にあ たる調査が @953 

年に発足し我が 国は，このような " 全国研究開発調査 (nat@onalR&Dsurvey)" では世界的に 見ればもっとも 

早く開始した 国の     - つであ る．現在，その 調査結果は ， 我が国における 科学技術振興の 基礎資料であ るのみな 

らず，民間においても ， また国際的にも 幅 G く 活用されていることは 周知であ ろう・ 

l.2. 「科学技術研究調査研究会」とそれへの 科学技術政策研究所の 対応 
近年の科学技術活動の 変化や政策的ニーズへの 村 C, さらには国際上 ヒ較 可能性の向上等への 課題に対 C して 

『科学技術研究調査 % を見直すために ，総務省統計局は ， 1999 年に内部に「科学技術研究調査研究会」 " を 設 

置し 2 ㎝，年 5 月にかけて検討を 進めてきた．著者の 一部を含む科学技術政策研究所の 職員も，毎回，この 研 
究会に ォ ブザーバとして 参画した．科学技術活動の 現状に関する 分析の基盤をなす 我が国における 研究開発 活 

動の現状の多くは ，この『科学技術研究調査』のデータによっている・そこで ，この『科学技術研究調査』の 
見直しに対応して ，著者らは " 全国研究開発調査 " が備えるべき 方法論上および 調査内容上の 原理，原則を 踏 

まえ，国際比較可能性の 確保という占から 国際的な検討の 動向を見極めながら 小食言 十と 提案を行った [@]. なお， 
その提言の - 部 は ついては，すでに 省内での調整を 経て文部科学省から 総務省に意見として 提出されている。 

本報告は，検討の 基盤をなす原理・ 原則とそれに 基づく個別の 提案の概要，ならびに 今後の課題等について 取 

り 纏めたものであ る   

2. 国内外の動向 
2.1. フラスカティ・マニュアルとその 改訂 

自国の ; 状況 は， 他の国々と照合し 相対的に把握することによって 認識がより深められることから ，『ボサ学校 

術 研究調査』に 限， らず多くの統計・ 指標では，調査の 国際比較可能性を 確保することがますます 重要となって 

いる．我が国の『科学技術研究調査』の 主要部分にあ たる " 全国研究開発調査 " に 村 G する国際標準的なマ 

ニュアルとしては ， OECD において策定されている『フラスカティ・マニュアル (F 材 :F 川 5 ㏄ れ Man?ual) 』があ 

る ．現在， F Ⅳは 2003 年の公表を目処に 見直しの過程にあ り， OECD の国際的な専門家グループの 場において 

議論されている．著者の   - 部もこれに参画している．そこで ， F 材の見直しにおいて 合意されつつあ る内容を 

踏まえながら『科学技術研究調査』の 見直しに対して 検討と提案を 行った． 
2.2. 科学技術政策との 対応 

『科学技術研究調査』は ， 国の「指定統計」であ るということもあ り，国全体の 研究開発活動の 状況にっ ぃ 

て ，現状では，主として 研究開発費と 研究者の把握という 点では，経年変化などを 含めて長期的かつ 包括的に 

確実に捉えることのできるもっとも 基礎的なデータを 提供する調査であ ることに変わりはない ，なお，今回の 

『科学技術研究調査二の 見直しにおいては ，現行の第 2 期『科学技術基本計画 ] において明示された 重要分野 
に 準拠して「特定目的別研究費」が 把握される見込みとなっている． - 方，短期白 9. 特定的な個別の 政策課題 

に関してや特定の 母集団等を対象としては ，必要に応じて ，別途，適宜，多数の 調査が実施されてきている。   

  - 王 

    本稿で述べられた 見方は， もっぱら著者らのものであ って，文部科学 当 科学技術政策研究所の 見方を代表するものではない・ 

      「科学技術研究調査は ，我が国における 科学技術に関する 研究活動の状態を 調査し，科学技術振興に 必要な基礎資料を 得ることを目 

的とする．」 @ 科学技術研究調査規則 ( 昭和 56 年 5 月 り日 総理府令弟 3 号，最終改正平成は 年 3 月 30 日総理府令帯刀早 ) 第 2 条 ] 
り 「科学技術研究調査研究会」は ，学識経験者 3 名のほか，丈部科学 省 と経済産業省の 代表者．ならびに ，総務省内の 統計局統計調査部 

および統計センターからの 代表者らの委員によって 構成されていた   
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3. 原理・原則 

この節では「原理。 原則」の考え 方について記述し 各事項に対 C する個別具体的な 内容については ，「 4   

提案」の節で 記述する． 

3.1. " 全国研究開発調査 " として 

" 全国研究開発調査 " は，「研究開発実施機関」を 対象とした研究開発の「実施」状況に 関する調査であ ると 

いうことが大前提であ る・この前提に 基づいて，調査方法論や 調査内容を検討する． 
3.1.l. 調査方法論一対象母集団と 標本抽出 

まず方法論については ，原則としてすべての「研究開発実施機関」を 対象とし標本はできるだけ 対象 母集 
団の状況を代表するようにすべきであ る，そのためには ，第 -- に，対象母集団に 関する適切な 調査区分 ( セク 

タ一別 E 分 Ⅰが設定されるべきであ る．第二に，営利企業については ，研究開発活動を ( 実質的に ) 実施して 

いると観察さ 力 t る 経済活動 ( 産業分類 ) についてはすべて 対象母集団に 入れるべきであ る．第三に，研究開発 

活動を ( 実質的に ) 実施していると 観察される企業についてはすべて 対象母集団に 入れるべきであ る・とくに， 

小規模な企業であ ってもできるだけ 捕捉するように 努めるべきであ る．第四に，研究開発活動を 実施している 

匪旦到 団体 は ついては，特殊法人，認可法人については 従来から捕捉されているものの ，技術研究組合，国有 

または公有の 株式会社，いわゆる 第 3 セクター形態の 財団法人 ( 技術振興を目的とした 法人 ), TLO, 特定非 
営利活動法人など 多様な設置形態の 団体が存在するにもかかわらず 十分には対象として 含められていない． こ 

れもできるだけ 捕捉するように 努めるべきであ る． 

3. Ⅱ・村家とする 研究開発活動   「継続的 (continuous) 」 /  「臨時的 (occasional) 」 

研究開発の実施 ; 状況に関する 調査であ ることから，本来は「継続的」だけでなく「臨時的」活動についても 

把握されるべきであ る   なお， FM 改訂版においても ，「臨時的」活動も 捕捉することとされる 見込みであ る   

3.1.3. 研究開発費 

研究開発費については ，フロー ( り x 入 Ⅰ支出 ) とスト ソク ( 資産Ⅰ費用 ) の両面が測定され ，その内訳も 把 
握されるが，その 際に，「実施」状況に 関する調査であ ることから， " 配分 " ではなく " 支出 " の局面で把握さ 

れるべきであ る． また，重複計測や 計測洩れを回避する 工夫が不可欠であ る． 

3.1.4. 研究者 ( 研究開発関係従事者 ) 

研究者についても ，ストック と フロ一の両面について 把握されるべきであ り，やはり，「実施」状況に 関す 

る調査であ ることから， " 雇用 " ではなく " 従事 " の局面を主にして 把握されるべきであ る．とくに高等教育 

機関や民間企業では ，多様な雇用・ 従事形態が見られるようになってきており ，対象組織・ 機関において 研究 
開発活動に従事している 者を，計測洩れや 重複計測が生じないように 適切に把握するべきであ る， 

3.l.5. セクタ一間の 整合性 

調査においては ，セクタ一間の 整合性を取ることも 重要であ る・とくに研究者の プ ロ一の把握において ，セ 

クターを跨って 異動する者もあ ることから，研究者に 関する分類区分や 調査時点 (re 億 rencedate) に関連する。 
3 ユ ． " 国際比較可能性 " の確保 

次に ， " 全国研究開発調査 " 自体としてはどのような 選択もあ り得るが，日本独自のデータで 国際比較が困 

難であ るよりも，国際上 ヒ較 可能性を確保するほうが 有益であ るという観点から 重要な内容であ る。 第 - には， 

「研究開発」や「開発研究」などの 基本的重要用語の 定義と比較可能性が 挙げられる・たとえば ， FM(Para.57) 
においては， "researchandexpe ㎡ menlaldevelopment" @ 直訳では「研究および 試験的開発」 ) が把握されること 

になっており ，これが R&D と略記されている． 第 . には，研究者数の 測定のしかたであ る． FM 改訂版にお 

いては，頭数 (headcount), ついで専従換算 ( 訂 E:full-l@eequivalenl) で測定することとなる 見込みであ る・ 

3.3. 妥当な調査万法論 

調査においては ，計測洩れや 重複計測を回避して 頑健な調査結果を 生み出すべく ，選択することが 妥当と判 

断される調査方法論が 用いられるべきであ る． 

3.4. 新たな長期的。 共通的政策課題への 対 G 、 

長期的観点から 重要と判断されるものとして 新たに生起した 政策課題，あ るいは国際的にも 共通な政策課題 

に対応する調査項目も 組み込まれるようにするべきであ る，とくに，『科学技術基本計画』において 継続して 

指摘されている 国全体に係る 研究者に関する 課題が該当する   また， FM の見直しにおいても ，国際共通的 課 

題を背景とした 項目が組み込まれる 見込みであ る． 
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第一に，調査区分 ( セクタ一別 W 分 ) については，個々のセクタ 一の特性を踏まえ ，また FM に対応して， 

「営利企業」 / 「非営利団体」 / 「公的 ( 研究 ) 機関」 / 「高等教育機関」に 区分することが 望ましい．また ， 
本来的には，研究開発を 実施するすべての「病院」も 調査対象とし 独立した ヵ テゴリーとして 分類すべきで 

あ る・ 築 こに，     :                                  "          "              いては，「金融・ 保険業」など 非製造業 ( サービス業 ) であ っても， 

研究開発活動が 実施されている 事実があ り，対象母集団に 含められるべきであ る．また， FM 改訂版において 

8 対象母集団に 含まれるべき 経済活動として 明示される見込みであ ることから，国際比較可能性の 観点からも 

重要であ る・第三に，研究開発活動を 実施している 企業は原則的にすべて 対象母集団に 含められるべきことか 

ら，少なくとも ，現行の『科学技術研究調査』におけるカットオフ・ポイント ( 資本金 1,0 ㎝万円 ) を引き上 

げるべきではない・なお ，この ヵッ トオフ・ポイントの 設定に 2 り現行でもほとんどの 有限会社は調査対象か 

ら除外されている・それから ，本来は，標本抽出のための 層 化に関しては ，日本独特の 概念であ る「資本金 

(paid-incap@ta@) 」ではなく，企業活動の 大きさにおおむね 比例し言者外国では 共通して用いられていて FM 改 

訂版 においても勧告される 見込みであ る「従業員数」規模別の 階級が用いられるべきであ る．なお， FM の見 

直しの議論においては ，コンサルタントの 重要，注が増していることから ，従業員数 0 人の企業を含めることさ 

えも念頭に置かれている ，第四に， 韮旦到 団座 は ついては，所管官庁等から 統計局に寄せられる 名簿に基づい 

て母集団が設定されていることから ，名簿の充実，更新等を 図るべきであ る・ 

4.l.2. 対象とする研究開発活動 一 「継続的」 /  「臨時的」 

この問題は，諸外国で 実施されている " 全国イノベーション 調査 (nationa@innovalionsurvey)" と " 全国研究 

開発調査 " との間の結果で 整合性を図るという 観点から提起された・ FM 改訂版では，「臨時的」研究開発活動 

も含むように 勧告される見込みであ るという国際標準の 動向から，原則的には ，日本においても 何らかの調査 

によって「臨時的」研究開発活動も 把握される必要があ ろう   

4.@.3. 研究開発費 

民間企業を例にとれば ， " 社内 (@ntramural)" と " 社外 (exlramural)" の研究開発があ るが，後者の 場合，仮に 

請負側を調査の 対象とすると ，その活動が 研究開発ではない 一般的な業務として 認識されて，それに 対する費 

用は「研究開発費」としては 認識されないかもしれない・よって ，当該研究開発活動に " 責任 " を有する機関。 

組織が対象に 必ず含められるように 調査を実施すべきであ る・ d 方 ，研究開発費の " 配分 " については，配分 

機関 ( 仲介機関を含む ) と実施機関との 関係も単純ではないことから ， " 全国研究開発調査 " とは別のしくみ 

において観察されるべきであ る． 

4.1.4. 研究者 ( 研究開発関係従事者 ) 

「従事 ( 常時Ⅰ臨時Ⅰ」と「雇用 ( 雇用Ⅰ非雇用 ( 派遣・ ァ請等 )) 」という 2 軸から区分して 把握し「実施」 

べース・すなわち「従事」に 基づいて調査されるべきであ る・これは， 現 ; 吠では，ポス ドク が把握されていた 

い ，あ るいは企業の 場合，人材派遣会社として 設立された子会社等において 雇用されて派遣されている 研究者 

が必ずしも把握されていない ， といった問題点に 対 G するためであ る。 

4.1.5 セクタ一間の 整合性 

とくに研究者のフロー ( 転入Ⅰ転出 ) については，セクタ 一間で共通としセクタ 一区分とも 対 G する分類 

を提案した・また ，調査時点についても 同様に，セクタ 一間で同 - であ るべきことを 提案した． 

4.2. " 国際比較可能性 " の確保 

第一に，基本的重要用語の 定義と上 ヒ較 可能性については ，『科学技術研究調査』の 根幹に関わるため ，今回 

の 見直しにおいては 具体的な提案は 行わず，問題点として 指摘するに留めた・ 第二に，研究者数の 測定につい 

ては，「常時従事」している 研究者については ，Ⅱ E Ⅰ l と仮定して頭数だけ 測定し「臨時 ( 兼務として ) 従 

事」している 研究者については ，頭数と FTE で測定するように 提案した．また ，セクタ一間の 兼務においても 

適切に FTE を測定するように 提案した・なお ，高等教育機関においては ，本来的に「教育」と「研究」という 

異なる業務に 従事していることから ，その実態については ，別途調査されることが 前提とされている．さらに ， 

国際的に見て 例のない研究者としての 経験年数要件 (2 年以上 ) の撤廃も提案した． 
4.3. 妥当な調査方法論 

ひとっには，研究者数を 観察する時点としては ，年度替わりの 時点ではなく ，可能な限り 一定期間の平均を 

取る，あ るいは安定している 時占を選択すべきであ るであ ることを提案した・というのは ，日本の慣習として 

年度替わりの 時点 (4 月 1 日など ) での異動が多く ，この場合，異動の 形態により，調査対象組織，機関ごと 

の捕捉対象者か 否かが異なり ，結果としてフロー 全体の値に偏向が 生じると予測されるからであ る， 

4.4. 新たな長期的・ 共通的政策課題への 対 C 

具体的には，とくに 国際的流動性の 観点から「覚国人研究者数」を 把握すべきであ る．また，若手研究者の 
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育成など年齢に 関連する政策展開において 重要であ るという観点から ，研究者数の「年齢別構成」も 把握すべ 
きであ る．なお，これらの 点については ， FM 改訂版においても 何らかの勧告または 記述がなされる 見込みで 

あ る． 

5. おわりに 

5.1. まとめ 

『科学技術研究調査 ] の見直しにあ たって ， " 全国研究開発調査 " としての原理・ 原則を整理しまた 国際比 

較可能性確保の 観点等を踏まえて ，調査対象 ( セクタ一区分，対象母集団等 ), 研究者等の区分と 把握方法， 研 

究 者の流動状況，研究者・ 研究開発費の 調査雲上の分類，標本抽出の 層化方法，研究者数の 観察時点等につい 
て，提案を取り 纏めた． 

5.2. さらなる " 国際比較可能性 " の確保を 

国 RG 標準的なマニュアルが 用意されていることから ，各国はこのマニュアルに 準じてデータを OECD に提供 

している，そして ，提供されたデータに 基づいて， OECD は集約した指標集や 分析を行ったうえでメンバ 一国 

の 政策形成に有用な 各種の報告書を 公表している．また ， OECD 等を通じて調整されたデータは ，諸外国にお 

ける政策のべンチマーク 活動にも活用されている．国際的な 取り組みを通じてはじめて ，国の「研究開発費 対 

GDP 上ヒ 」といった指標が 真に利用可能となっている．今回の『科学技術研究調査 コの 見直しにおいても ， 調 

茶方法論や分類に 関して国際標準と 隔たりのあ るところが多く 残る．そのため ，データの提供や 指標の解釈に 

あ たっては引き 続き細心の注意が 要求される． さらに国際上ヒ 較 可能性を確保していくことが 重要であ る． 

5.3. 今後の課題 

『科学技術研究調査 ] は，科学技術・ イ ノベーション 活動のごく -- 面を捕捉するにすぎない．活動を 把握す 

るには，特許，人材育成，技術マネジメント 等々，多様五 % 亘を切り取る 工夫が必要であ る・ OECD において 

も FM 以外にいくつかのマニュアルが 作成されている．またこの 他にもまだ多くの 個別的課題が 残されている． 

一つぼは，専門別研究者の 把握であ り，                                             "            S:fteldofscience) が用いられる・とこ 

ろが，『科学技術研究調査』では・これは 基本的には我が 国固有の「学科系統分類表」に 準拠している．国際 

比較可能性の 確保を図るとともに ，研究分野の 展開に見合うアップデートされた 分類の策定が 求められる．ま 

た，『科学技術研究調査 ] の「研究開発費   の項目や例示が ，会計基準や 税法上のそれとは 不 - 致であ る．「研 
究開発費」について ， F 科学技術研究調査』と 会計基準や税法上の 扱いとの調整・ 対 G を図る，あ るいは整合 

  性 をとっていく 必要があ る．さらに，競争的研究開発資金における 間接経費および 独立行政法人への 運営費交 

付金といった 新たな研究開発費の 種類に対応しても ，その取り扱いについて 早急、 に検討する必要があ る． 

5.4. 国際的な協調活動への 積極的な参画を 通じたイニシアティブの 確保 

第 2 期『科学技術基本計画 コ において，「 111. 科学技術活動の 国際化の推進，」．主体的な 国際協力活動の 展開」 

が調われているが ，科学技術指標・ 統計に関する OECD における活動への 参画もまさにその - 環であ るといえ 

よう ，本稿で述べた 検討やⅡ E 概念の再整理に 関する日本における 先導的な取り 組みを基盤にして ， FM 等の 

改訂において 積極的に参画・ 提言を行 う ことを通じて 国際的貢献を 果たしひいては 2 0 有用な科学技術指 

標・統計の作成に 寄与して い くことが重要であ る．また，研究者や 多様な分析者に 対する統計の 公表ならびに 

データの貸与を 通じて，多様な 視占から研究開発活動が 分析されることは ，結果として 政策形成を有効に 機能 

させることになろう．分析者や 政策形成者からのフィードバックによって 調査の改善を 図ることも可能となる． 

5.5. 研究開発統計の 脆弱な調査体制の 改善に向けて 

第 2 期『科学技術基本計画」の 展開に伴いさらに 多くの国費等が 投入されることとなっている．しかしそ 

の状況や成果をフォロ ー しまた将来の 計画の策定に 活用するということも 含めて，科学技術政策 ( あ るいは 研 

究 開発・イノベーション 戦略 ) の形成・執行・ 実施にとって「科学技術研究調査』は 重要な統計であ りながら， 

回答者負担の 軽減という占を 考慮したとしても ，資源上の制約などから 調査客体数は 少なく，またその 調査体 
制は脆弱であ ると言わざるを 得ない．さらに ，研究開発やイノベーションに 関わる局面が 多様になるなかで ， 

現行の「科学技術研究調査』で 捉えることのできる 局面はますます 限定的なものとなっている．今後は ，科学 
技術の振興それ 自体を図ることとともに ，的確な振興政策を 支えるうえでもさらに 適切な調査や 統計を実施す 

ることを検討し また実際に実施していくことが 求めら 7 ェよう   
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